
子ども・子育て支援新制度の施行に伴い必要な税制上の所要の措置
（不動産取得税、固定資産税、都市計画税、事業所税等）

子ども・子育て支援新制度の施行に伴い、児童福祉法に規定する家庭的保育事業、居宅訪問型保育
事業及び事業所内保育事業について、事業所税を非課税とするほか、家屋及び償却資産に係る固定資
産税、都市計画税及び不動産取得税について、課税標準を価格の２分の１とする（利用定員６人以上
の事業所内保育事業の用に供する固定資産等については非課税とする）などの措置を講ずる。

大綱の概要

◇家庭的保育（利用定員５人以下）

・・・家庭的な雰囲気の下、少人数を対象にきめ細かな保育を実施

◇居宅訪問型保育

・・・保護者・子どもが住み慣れた居宅において、１対１を基本とするきめ細かな保育を実施

◇事業所内保育

・・・企業等が主として従業員の子どものほか、地域において保育を必要とする子どもにも保育を提供
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個人寄附に係る税額控除の要件の見直し （所得税）

少子化の進展に伴い、園児数等が減少していく中で、保育所等における教育・子育ての環境の充実
を図る観点から、保育所、認定こども園、児童養護施設、放課後児童クラブ、障害児通所支援事業等
を行う社会福祉法人等に寄附した場合の税額控除制度について、その適用の可否を判定するパブリッ
クサポートテスト要件のうち寄附者100人以上との要件を緩和し、法人が設置するこれらの施設の定
員の合計数が5,000人に満たない場合には、これを最低10人（定員を5,000で除した数に100を乗じ
た数）以上、かつ、年平均の寄附金総額が30万円以上であることとする。

大綱の概要

○ 税額控除対象法人となるためには、次の（１）及び（２）の要件を満たす必要があり、（１）②の要件が緩和される。

（１）「市民との関わり合い」の基準として次の①②のいず
れかの要件を満たす必要がある。

① 寄附金が収入の５分の１以上であること

② 3,000円以上の寄附者が年100人以上いること。

（２）「運営の透明性」の基準としての情報公開要件
・役員名簿等の書類を据え置き、閲覧の請求に対応すること
・寄附者名簿を作成し保存すること

・社会福祉法人の保育所等に係る定員の合計数を5,000
で除した数に100を乗じた数（最低10人）以上（※）
・寄附金の額の年平均の金額が30万円以上

（※）例えば、A保育所（200人）、B保育所（200人）、児童養護施設（100人）

を運営している法人は、10人（
500
5000

×100）以上の寄附が必要。

【現行の要件】 【改正後の要件】 （１）①及び（２）の要件は現行と同じ。
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